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栄養施策の方向性

国民や社会の栄
養・食生活に関す
る課題やニーズ
が多様化し、個人
の努力だけでは
改善が困難な状
況もみられる。

【現 状】 【目 的】 【施策の方向性】【施策の方向性】

食事選択の多様
化が進む中、栄養
バランスのとれた
食事を普及促進す
る環境づくり

１．健康な食事を入手しやすい環境づくり
（１）栄養バランスのとれた食事の普及促進
（２）健康寿命の延伸に向けた食育の推進
（３）高齢者の健康支援のための配食事業の在り方の検討 等

２．多様なニーズに対応できる栄養ケアの仕組
みづくり

（１）医療の質、患者の生活の質の向上につながる診療報酬（栄養関
係）の改定

（２）がんや摂食嚥下など高度な専門技術を有する管理栄養士育成
システムの構築

（３）増大する在宅療養者のための栄養ケアの拠点整備 等

３．科学的知見に基づく企画・実施・評価のため
の仕組みづくり

（１）健康日本２１（第二次） 栄養・食生活分野の分析・評価体制の
充実

（２）多様なニーズに対応できる栄養ケアのための研究の推進 等

医療・介護など多
様なニーズに対応
できる仕組みづくり

科学的知見に基づ
く施策推進のため
の仕組みづくり

○社会状況の変化（さらなる高齢化の進展等）を見据えた政策のもと、各種施策を展開
○限りある社会資源を効率的に活用し、施策の成果が得られる仕組みづくりに挑戦
○科学的知見に基づく施策推進の基盤となる企画・実施・評価体制の充実
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１．健康な食事を入手しやすい環境づくり

平成２８年度食生活改善普及運動

基本テーマ

●「食事をおいしく、バランスよく」
基本テーマに加えて

● 「毎日プラス１皿の野菜」
● 「おいしく減塩１日マイナス２ｇ」 に焦点を当てた取組

●主食・主菜・副菜をそろえて食べる人の割合※は現状57.7%で、特に若い世代を中心に低い状況

※主食・主菜・副菜を組み合わせた食が１日２回以上の日がほぼ毎日の者の割合

●野菜摂取量は現状292g、目標値の350gまで、あと60gの増加が必要

●食塩摂取量は現状10.0g、目標値の8gまで、あと２ｇの減少が必要

健康日本２１（第二次）の目標項目のうち、目標達成に向けて取組の強化が必要な項目

【実施方法】
＜厚生労働省＞
◯平成２８年度食生活改善普及運動の実施について、実施要綱を定め、自治体、関係機関へ通知
◯小売店や飲食店等で活用可能なPOP類及び活用方法のリーフレットについて、ダウンロード・印刷できるよう、
「スマート・ライフ・プロジェクト」のHPに掲載

＜自治体＞
○管内の関係団体、小売店及び飲食店等に対し、上記POP類等の活用に向けた取組を呼びかけ
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《ダウンロード可能なPOP類と使用方法》注

（１）普及チラシ：食事をおいしく、バランスよく
○市販の紙に出力し、売り場等に掲示して使用

（２）マークシール：毎日プラス１皿の野菜
○市販のシール用紙に出力し、商品に貼って使用

（３）店頭POP：毎日プラス１皿の野菜・おいしく減塩１日マイナス２ｇ
○市販の厚紙に出力し、プライスレールに入れたり、POPクリップに挟んだりするなどして、
わかりやすい場所に掲示して使用

注： 上記POP類の活用方法に関するリーフレットについてもダウンロード可能

使用イメージ

「食事をおいしく、バランスよく」●主食・主菜・副菜をそろえて
食べる人の増加
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「健康日本21（第2次）」における」
主食・主菜・副菜をそろえて食べる人の現状と目標
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●食塩摂取量の減少

「健康日本２１（第二次）」における野菜摂取量の現状と目標
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食塩摂取量の現状と目標
スマート・ライフ・プロジェクトに参画する食品
企業数の増加の促進

食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業数の
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出典：厚生労働省「国民健康・栄養調査」
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「食塩または脂肪の含有量の低減を行っている」企業の
登録については、食塩や脂肪の含有量について従来品
と比べ10％以上の低減を行っていることを要件とする新
たな登録フォーマットで登録開始（８月中開始予定）

（社）

スマート・ライフ・プロジェクトにおける食品企業の取組
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重点課題

<１>若い世代を中心とした食育の推進

<２>多様な暮らしに対応した食育の推進（新）

<３>健康寿命の延伸につながる食育の推進

<４>食の循環や環境を意識した食育の推進（新）

<５>食文化の継承に向けた食育の推進（新）

①子供から高齢者まで、生涯を通じた取組を推進
②国、地方公共団体、教育関係者、農林漁業者、食品関連事業者、ボランティアなどが主体的かつ多様
に連携・協働しながら取組を推進

➤若い世代自身が取り組む食育の推進、次世代に伝えつなげる
食育の推進

➤様々な家族の状況や生活の多様化に対応し、子供や高齢者を含む
全ての国民が健全で充実した食生活を実現できるような食体験や
共食の機会の提供

➤健康づくりや生活習慣病の予防のための減塩等及びメタボリック
シンドローム、肥満・やせ、低栄養の予防などの推進

➤食の生産から消費までの食の循環の理解、食品ロスの
削減等 の推進

➤和食、郷土料理、伝統食材、食事の作法など伝統的な食文化への
理解等の推進

➊若い世代の食育の実践に関する改善、充実の必要性
➋世帯構造の変化
➌貧困の状況にある子供に対する支援の推進
➍新たな成長戦略における「健康寿命の延伸」のテーマ化

➎食品ロスの削減を目指した国民運動の開始
➏ 「和食」のユネスコ無形文化遺産への登録決定
➐市町村の食育推進計画作成率に関する課題

第２次食育推進基本計画（平成23年～27年）に基づく取組として、家庭、学校等、地域において食育を推進これまでの取組

食をめぐる状況
の変化

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
----------

取組の視点

第３次食育推進基本計画の重点課題
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実践の環(わ)を広げよう

農林水産省：「第３次食育推進基
本計画」啓発リーフレットより
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〈参考〉 第１２０回市町村職員を対象とするセミナー
「第３次食育推進基本計画について」 の実施

〈プログラム（内容）〉
１ 開会・挨拶

厚生労働省 健康局 健康課 栄養指導室長 河野美穂
２ 【行政説明】

「健康寿命の延伸につながる食育の推進」
厚生労働省 健康局 健康課 栄養指導室長補佐 芳賀めぐみ

３ 【特別講演】
「第３次食育推進基本計画」

農林水産省 消費・安全局 消費者行政・食育課長補佐 米倉礼子氏
４ 【食育の現状とこれからの食育】
○地域特性に応じた食育の推進
（１）松本市の食育「一人ひとりが取り組みやすい食育」

長野県松本市健康福祉部健康づくり課 主任 種田厚子 氏
（２）遠野市の食育「総合食育センターを核とした食育の推進」

岩手県遠野市総合食育センター総合食育推進課 主任兼栄養士
北湯口美和子 氏

（３）京都市の食育「健康寿命の延伸を目指した食育の推進」
京都府京都市保健福祉局保健衛生推進室保健医療課 食育推進係長
大西美佳 氏

５ 閉会

日時：平成２８年７月２５日（月）１３：００～１６：３０ 於：厚生労働省講堂
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食生活指針の改定

【食生活指針の構成】

○平成12年の策定から16年が経過し、この間の食生活指針に関する幅広い分野での施策に進展がみら
れる中、第３次食育推進基本計画の開始にあわせ、食生活指針を一部改定するとともに、食生活指針の
解説要領を作成（平成28年6月22日文科省初等中等教育局長、厚生労働省健康局長、農林水産省消費・
安全局長通知）
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①食事を楽しみましょう。

②１日の食事のリズムから、健やかな生活リズムを。

④主食、主菜、副菜を基本に、食事のバランスを。

⑤ごはんなどの穀類をしっかりと。

⑥野菜・果物、牛乳・乳製品、豆類、魚なども
組み合わせて。

⑦食塩は控えめに、脂肪は質と量を考えて。

③適度な運動とバランスのよい食事で、適正体重の維持を。

⑧日本の食文化や地域の産物を活かし、郷土の味の継承を。

⑨食料資源を大切に、無駄や廃棄の少ない食生活を。

⑩「食」に関する理解を深め、食生活を見直して
みましょう。
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＜食生活指針＞ 下線部：変更点

※食生活指針について健康づくりを推進する観点から、普及啓発用のパワーポイントを厚生労働省

ホームページに掲載 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000128503.html
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「栄養・食育対策」のホームページをリニューアル

関連通知、自治体及び食生活改善推進員の取組（食育白書に掲載された事例）を紹介

昭和22年から平成26年までの国民健康・栄養調査報告を掲載

2015年版食事摂取基準及び関係資料を掲載

管理栄養士国家試験実施状況、免許交付数等を掲載

調理師免許交付数等を掲載

食生活指針、食生活指針の解説要領、普及啓発用スライド集を掲載

平成28年度食生活改善普及運動実施要綱、普及用のツールを掲載

ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 健康・医療 > 健康 > 栄養・食育対策
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/eiyou/index.html



地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の
栄養管理の在り方の検討

急速な高齢化の更なる進展により、地域の在宅高齢者等が医療・介護関連施設

以外でも健康・栄養状態を適切に保つことができ、かつ口から食べる楽しみも十

分得られるような食環境整備、とりわけ良質な配食事業を求める声は、今後ます

ます高まるものと考えられる。それゆえ、医療・介護関連施設と住まいをできる

限り切れ目なくつなぐための配食事業に係る栄養管理並びに低栄養予防・フレイ

ル予防に資する配食事業に係る栄養管理の在り方について、我が国として、整理

が必要な状況にある。

このような中、配食については、「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年６

月２日閣議決定）において、「配食を利用する高齢者等が適切な栄養管理を行え

るよう、事業者向けのガイドラインを作成し、2017年度からそれに即した配食の

普及を図る。」と示されたところである。

こうした状況を踏まえ、本検討会は、栄養学や医学の専門家とともに在宅医

療・介護領域の実務者等を参集し、地域高齢者の健康支援を推進する配食に係る

栄養管理の在り方について検討するために、厚生労働省健康局長が開催するもの

である。

地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄養管理の在り方検討会

＜目的＞
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・配食を利用する高齢者等が適切な栄養管理を行えるよう、事業者向けのガイド
ラインを作成し、2017年度からそれに即した配食の普及を図る。

《参考》「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年６月２日閣議決定）

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/ichiokusoukatsuyaku/pdf/plan1.pdf 14



①配食事業における栄養管理の在り方

ア 献立はどのように作成するか

イ 利用者の栄養状態等に応じ、エネルギーやたんぱく質の量等について、

どのくらいのオーダー（程度）で対応できるようにするか

ウ 献立における栄養素等のばらつきは、どの程度にまで管理するか

エ メニューサイクルはどの程度が望ましいか 等

※１ なお、病態や要介護度等の別によるエネルギー及び栄養素の給与量については、

利用者集団又は個人の栄養状態等を踏まえ、医師、管理栄養士等により適切に

設定されるべきものであり、本検討会で定めるものではない。

※２ 診療報酬や介護報酬等の議論は想定していない。

②配食を活用した健康管理支援の在り方

配食利用者の健康支援を行う配食事業の広がりと、配食利用者における自主的

かつ適切な健康管理を好循環させるには、どのような仕組みが必要か

③配食の事業内容に係る情報発信の在り方

利用者、医療・介護・自治体関係者等が配食事業の内容を効果的・効率的に把握

できるようにするため、どのような情報整理・発信が必要か

地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄養管理の在り方検討会

＜主な検討事項＞
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《平成28年》

７月19日（第１回） 地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の

栄養管理の在り方に関する検討の基本的方向性について

９月（第２回） ヒアリング①

10月（第３回） ヒアリング②

11月（第４回） 地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の

栄養管理の在り方について

《平成29年》

１月（第５回） 報告書・ガイドライン（案）①

３月（第６回） 報告書・ガイドライン（案）②

（３月 配食事業者向けガイドラインの策定・公表）

地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄養管理の在り方検討会

＜今後の予定等＞

※第1回「地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄養管理の在り方検討会」資料は、
厚生労働省HP（http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-kenkou.html?tid=366987）に掲載 16



（五十音順・敬称略）

氏名 所属

新井 広明 日清医療食品株式会社営業本部食宅便事業推進部 部長

江頭 文江 地域栄養ケアPEACH厚木 代表

迫 和子 公益社団法人日本栄養士会 専務理事

新開 省二 東京都健康長寿医療センター研究所 副所長

○ 髙田 和子
国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 国立健康・栄養研究所

栄養教育研究部 栄養ケア・マネジメント研究室長

◎ 武見 ゆかり 女子栄養大学大学院 研究科長

田中 昌枝 福岡県田川保健福祉事務所健康増進課 健康増進係長

新田 國夫 一般社団法人全国在宅療養支援診療所連絡会 会長

平野 覚治 一般社団法人全国老人給食協力会 専務理事

堀江 和美 埼玉県和光市保健福祉部長寿あんしん課 介護福祉担当

松月 弘恵 日本女子大学家政学部食物学科 教授

松本 吉郎 公益社団法人日本医師会 常任理事

宮入 知喜 株式会社ファンデリー 常務取締役 MFD事業部長

※任期は未定（検討会報告書作成までの間）

◎座長、○座長代理 17

地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄養管理の在り方検討会

＜構成員名簿＞



２．多様なニーズに対応できる栄養ケアの仕組みづくり

平成２８年度診療報酬改定の概要

診療報酬（本体） ＋０．４９％

医科 ＋０．５６％
歯科 ＋０．６１％
調剤 ＋０．１７％

薬価改定 ▲１．２２％

上記のほか、市場拡大再算定による薬価の見直しにより、▲0.19％

年間販売額が極めて大きい品目に対応する市場拡大再算定の
特例の実施により、▲0.28％

材料価格改定 ▲０．１１％

・ ２０２５年(平成３７)年に向けて、地域包括ケアシステムと効果的・効率的で質の高い
医療提供体制の構築を図る。

・ 地域包括ケアシステムの推進と医療機能の機能分化・強化、連携に関する充実等に
取り組む。

※ なお、別途、新規収載された後発医薬品の価格の引下げ、長期収載品の特例的引下げの置き換え率の基準の見
直し、いわゆる大型門前薬局等に対する評価の適正化、入院医療において食事として提供される経腸栄養用製品に
係る入院時食事療養費等の適正化、医薬品の適正使用等の観点等からの１処方当たりの湿布薬の枚数制限、費用
対効果の低下した歯科材料の適正化の措置を講ずる。

平成28年度診療報酬改定説明会(平成28年3月4日開催)資料より抜粋 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000112857.html 18



多職種連携の取組の強化等

外来・入院・在宅患者訪問栄養食事指導の対象に、がん、摂食・嚥下機能低下、低栄養等の患者に
対する治療食を含める。

指導には長時間を要することが多く、より充実した指導を適切に評価する観点から、外来・入院栄養
食事指導料について、指導時間の要件及び点数の見直しを行う。

在宅で患者の実状に応じた有効な指導が可能となるよう、指導方法に係る要件を緩和する。

栄養食事指導の対象及び指導内容の拡充

※２ 入院栄養食事指導料２のイは250点、ロは190点とする。
※３ 入院栄養食事指導料については「２回目」

【外来・入院栄養食事指導料※１】

（概ね１５分以上） １３０点

【外来・入院栄養食事指導料※２】

（新） イ 初回 （概ね３０分以上） ２６０点

（新） ロ ２回目以降※３ （概ね２０分以上） ２００点

※１ 入院栄養食事指導料１は130点、２ （有床診において、当該有床診以外の管

理栄養士が指導を行う場合）は１２５点

【外来・入院・在宅患者訪問栄養食事指導料】

《対象者》
厚生労働大臣が定める特別食※を必要とする患者

※ 腎臓食、肝臓食、糖尿食等

【外来・入院・在宅患者訪問栄養食事指導料】

《対象者》

厚生労働大臣が定める特別食を必要とする患者、がん患
者、摂食機能若しくは嚥下機能が低下した患者又は低栄養
状態にある患者

【在宅患者訪問栄養食事指導料】

《算定要件》

医師の指示に基づき、管理栄養士が患家を訪問し、（略）
栄養食事指導箋に従った調理を介して実技を伴う指導を30

分以上行った場合に算定する。

【在宅患者訪問栄養食事指導料】

《算定要件》

医師の指示に基づき、管理栄養士が患家を訪問し、（略）
栄養食事指導箋に従い、食事の用意や摂取等に関する具
体的な指導を30分以上行った場合に算定する。

平成28年度診療報酬改定説明会(平成28年3月4日開催)資料より抜粋 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000112857.html 19



○高度な専門性を発揮できる管理栄養士の育成を図るため、厚生労働省の委託事業（委託
先：日本栄養士会）として、平成25年度から「管理栄養士専門分野別育成事業」を実施。
○特定の専門分野で一定年数の実務に従事し、自己研鑽に努め、栄養の指導に関する実績
を有する者を、生涯教育の一環として認定していくことをねらい。
○高度な専門技術の獲得のために、学会との協働でシステム構築を図るもの。

日本栄養士会

がん領域

CKD領域

日本病態栄養学
会

摂食嚥下領域

管理栄養士

日本摂食嚥下リハビリ
テーション学会

日本腎臓学会・日
本病態栄養学会

がん病態栄養
専門管理栄養士

腎臓病病態栄養
専門管理栄養士

摂食嚥下リハビリ
テーション栄養専門
管理栄養士

関係学会

在宅領域
日本在宅栄養管理学会

（予定）
在宅訪問栄養専門管
理栄養士（仮称）

管理栄養士専門分野別育成事業

20



栄養ケア活動支援整備事業
○増大する在宅療養者に対する食事・栄養支援を行う人材が圧倒的に不足していることから、

潜在管理栄養士・栄養士の人材確保、関係機関・関係職種と連携した栄養ケアの先駆的活
動を行う民間の取組を促進・整備

21

平
成

28
年
度
採
択
例

茨城県栄養士会 医療機関や地域包括支援センター、薬局と連携した栄養ケア

埼玉県栄養士会 栄養ケア・ステーションと埼玉県医師会の在宅医療地域連携拠点との連携による多職種との栄養ケアシステムの構築

石川県栄養士会 在宅療養者支援のための調査及び多職種連携に向けた栄養ケアステーションの構築

兵庫県栄養士会 「My お食事ノート」の活用検証、ＩＣＴ導入検討

広島県栄養士会 訪問看護ステーションを活用した栄養ケア

駒沢学園 居宅療養・要介護支援者への基礎研修・在宅同行研修

平
成

27
年
度
採
択
例

茨城県栄養士会 医療機関や地域包括ケアセンター、地域ボランティアと連携した栄養ケア

埼玉県栄養士会 地域包括ケアシステムと連動する栄養ケア（地域栄養ケアユニット）の設置

京都府栄養士会 地域の医療・介護関係者と連携した栄養ケア

兵庫県栄養士会 「My お食事メモ」を活用した在宅での栄養ケア

大分県栄養士会 訪問看護ステーションを活用した栄養ケア

駒沢学園 地域かかりつけ医師と大学の連携による栄養ケア

平
成

26
年
度
採
択
例

茨城県栄養士会 医療機関や地域包括ケアセンターと連携した栄養ケア

埼玉県栄養士会 地域包括ケアシステムと連動する栄養ケア

新潟県栄養士会 医療・福祉の垣根を越えた在宅訪問栄養ケア

京都府栄養士会 地域の医療関係者と連携した栄養ケア

福岡県栄養士会 地域における訪問歯科診療と連携した栄養ケア

佐賀県栄養士会 サテライトケアステーションを活用した栄養ケア

大分県栄養士会 調剤薬局を活用した栄養ケア

沖縄県栄養士会 離島・過疎地域に対する栄養ケア

駒沢学園 地域と大学の連携による栄養ケア



（参考）

• 栄養ケア・ステーションは、公益社団法人日本栄養士会が設置を進め
る地域において栄養支援を行う拠点

• 健康日本２１（第二次）の目標として、「健康づくりに関して身近で専門
的な支援・相談が受けられる民間団体の活動拠点数の増加」が掲げ
られており、この活動拠点数に、栄養ケア・ステーションの数も含まれ
ている。

栄養ケア・ステーションの現状

栄養ケア・ステーション数の推移

＊健康日本２１（第二次）計画策定時

出典：公益社団法
人日本栄養士会
調べ
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23
23

熊本地震における栄養・食生活支援対策について（概要）

23

熊本県において、
避難所食事提供
状況アセスメント
を実施（5/12～
18）

避難所における食事
提供のための栄養量
とともに、適切な栄養
管理の留意事項を提
示〈事務連絡6/6〉

避難所等
の栄養改

善

震災直後

4/14 5/14

震災後１ヶ月

6/14

個別ニーズ
への物資
調達調整

4/21 熊本県庁内に特殊栄養食品ステーションを設置（日本栄養士会による運営）
被災市町村、避難所からの特殊栄養食品（アレルギー食、離乳食、高齢者用やわらか食
など）のニーズに対して調整・配布

派遣管理栄養士、日本栄養士会災害支援チーム（ＪＤＡ－ＤＡＴ）による
避難所の食事提供支援、個別ニーズへの対応

２ヶ月１週間後

4/28

２週間後

4/21

管理栄養
士の人材
確保 4/22 熊本県の派遣調整の要請を受け、全国自治体に管理栄養士派遣可否を

照会。調整開始
4/26 派遣管理栄養士の活動開始（３保健所・６市町村）

4/18 日本栄養士会に栄養・食生活支援の協力を要請
日本栄養士会災害支援チーム（ＪＤＡ－ＤＡＴ）活動の準備開始



３．科学的知見に基づく企画・実施・評価のための仕組みづくり

平成28年～32年国民健康・栄養調査の重点テーマ

「国民健康・栄養調査企画解析検討会（平成28年２月23日）」において検討
※予算の確保、総務省との協議等を経て決定

調査年 重点テーマ ポイント

平成２８年 地域格差 健康日本２１（第二次）の中間評価にあわ
せた生活習慣等の地域格差の把握

平成２９年 高齢者の健康・生活習慣
に関する実態把握

食事、身体活動、睡眠、身体状況（筋肉量
等）、咀嚼・嚥下に関する実態把握

平成３０年 所得等社会経済的状況 所得、居住・労働環境、食物の入手可能
性等と生活習慣等に関する実態把握

平成３１年 社会環境 健康日本２１次期計画を見据えた社会環
境の整備に関する実態把握

平成３２年 地域格差 健康日本２１（第二次）の最終評価にあわ
せた生活習慣等の地域格差の把握

24



【拡大調査の概要】
〈調査地区〉
通常年：約6,000世帯、約15,000人

→平成28年（予定）：約20,000世帯、約50,000人（平成24年調査と同規模、通常年の約４倍）
〈調査項目〉
１）身体状況調査票（身長、体重、腹囲、血圧測定、血液検査等）
２）栄養摂取状況調査票（食品摂取量、栄養素等摂取量、食事状況（欠食・外食等））
３）生活習慣調査票（食生活、身体活動・運動、休養（睡眠）、喫煙等に関する生活習慣全般を把握）

《調査規模の拡大》
健康日本２１（第二次）の中間評価に向けて、地域ごとに把握、比較分析し、健康づくり施策
を展開していくための資料とするため、調査地区を拡大した国民健康・栄養調査（拡大調査）
を実施する。

【背景・目的】

○健康日本２１（第二次）において、基本的な方
向性として健康の地域格差等の縮小を設定

○健康日本２１（第二次）の開始時の現状把握
として、平成24年国民健康・栄養調査において
拡大調査を実施

○健康日本２１（第二次）の中間評価として、平
成28年に拡大調査を実施予定

地域格差の例
（前回拡大調査：平成24年国民健康・栄養調査結果）

○平成28年国民健康・栄養調査拡大調査を実施

25
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健康日本２１（第二次） 栄養・食生活分野 主要目標の進捗状況

目標項目 策定時 直近値 目標

適正体重を維持
している者の割合

肥満者
の割合

20～60歳代男性 31.2% 30.2% 28%

40～60歳代女性 22.2% 22.0% 19%

やせの者の割合（20歳代女性） 29.0% 17.4% 20%

適切な量と質の食事をとる者の増加

ア 主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日
がほぼ毎日の者の割合の増加

68.1% 57.7% 80%

イ 食塩摂取量の減少 10.6g 10.0g 8g

ウ 野菜と果物
の摂取量の増加

野菜摂取量の平均値 282g 292g 350g

果物摂取量100ｇ未満の者の割合 61.4% 58.8% 30%

食品中の食塩や脂肪の低減
に取り組む食品企業及び飲
食店の登録数の増加

(a)食品企業登録数 14社 91社 100社

(b)飲食店登録数 17,284店舗 21,163店舗 30,000店舗

利用者に応じた食事の計画、
調理及び栄養の評価、改善
を実施している特定給食施
設の割合の増加

参考値）管理栄養士・栄養士を配
置している施設の割合

70.5% 72.2% 80%

〈栄養・食生活に関連する主な指標〉
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目標項目 策定時 直近値 目標

次世代の健康

肥満傾向にある
子どもの割合の減少

小学５年生の中等度・高度
肥満傾向児の割合

男子 4.60% 4.78%
減少傾向へ

女子 3.39% 3.19%

高齢者の健康

低栄養傾向（BMI20以下）の高齢者の割合の増加の抑制 17.4% 17.8% 22%

目標項目の年次推移については、以下のURLから御覧いただけます。

○健康日本21（第二次）分析評価事業 （国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所に委託）
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kenkounippon21/kenkounippon21/genjouchi.html
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厚生労働科学研究等（栄養関係）の実施状況

【厚生労働科学研究】
循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病
対策政策研究事業）

食事摂取基準を用いた食生活改善に資するエビデンスの構築に
関する研究

健康増進・栄養政策の推進における国民健康・栄養調査の活用
手法の開発

小中学生の食行動の社会格差是正に向けた政策提案型研究

【日本医療研究開発機構研究】
循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策実用化研究事業

健康寿命延伸のための日本人の健康な食事のあり方に関する
研究

生活習慣病予防や高齢者の身体機能維持のためのエネルギー
バランスに関する指標の開発並びに栄養素の摂取上限量に関
するデータベースの開発に資する研究 など



行政栄養士数の推移
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総数

市町村

都道府県・保健所設置市・
特別区

資料：厚生労働省健康局健康課栄養指導室とりまとめ

(人)

※H18は把握実施なし

行政栄養士の人材育成ビジョンを考えるために行政栄養士の人材育成ビジョンを考えるために



人材育成ビジョンを考える
た め の 枠 組 み

自治体の保健・医療・福祉等の目指す姿（基本方針）

自治体における栄養改善の目指す姿

行政栄養士の育成方針

行政栄養士の目指す姿

行政栄養士の役割の目指す姿 行政栄養士の配置のあるべき姿

１

２

３

自治体の
人材育成
方針

行政栄養士として
育成すべき能力

行政栄養士として
の到達目標
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